
別表第二号の二の五(第11条の2の4第2項関係) 

 

無 線 局 情 報 提 供 請 求 書 

年  月  日   

 

  

収 入 

印 紙 

 

総務大臣 殿 

請求者(注1)            

住 所            

氏 名         印  

代表者氏名            

 

 電波法第25条第2項の規定に基づき、下記のとおり終了促進措置に係る無線局情報の提供

を請求します。 

 

記 

 

1 請求理由(注2) 

2 開設しようとする無線局の概要 

 (1) 種別 

 (2) 目的 

 (3) 通信事項 

 (4) 識別信号 

 (5) 無線設備の設置場所又は移動範囲 

 (6) 周波数等 

   占有周波数帯幅 

   電波の型式 

   周波数 

 (7) 空中線電力 

3 希望する情報提供範囲(注3) 

4 希望する情報提供の方法(注4) 

  □用紙に出力したもの 

  □フレキシブルディスクカートリッジ(日本工業規格X6223に適合する幅90ミリメート

ルのものに限る。)に複写したもの 

  □光ディスク(日本工業規格X0606及びX6281に適合する直径120ミリメートルの光ディ



スク再生装置で再生することが可能なものに限る。)に複写したもの 

 注1 請求者の欄の記載は、次によること。 

   (1) 住所については、法人又は団体の場合は、本店又は主たる事務所の所在地を記

載すること。 

   (2) 氏名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。法人又は団体の場合は、そ

の商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記載することとし、代表者が氏

名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。ただし、請求者が国の機関、地

方公共団体、法律により直接に設立された法人及び特別の設立行為をもつて設立

された法人の場合は、代表者の氏名の記載を要しない。 

   (3) 請求者が外国人である場合は、住所については、日本における居住地を記載す

ること。 

   (4) 代理人による請求の場合は、請求者に関する必要事項を記載するほか、これに

準じて当該代理人に関する必要事項を記載するとともに、当該代理人の住所の郵

便番号及び電話番号を付記すること。 

  2 2の請求理由については、開設が必要となる理由を具体的に記載すること。 

  3 3の希望する情報提供範囲については、開設指針に規定する終了促進措置に係る無

線局のうち、情報提供を希望する無線局を具体的に記載すること。 

  4 希望する情報提供の方法については、該当する事項の□1ヶ所にレ印を付けること。  


